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東南アジアのイスラームと文化多様性に関する学際的研究（第三期）――紛争と共

存のダイナミクス 

 

2019年度第1回研究会（通算第7回目） 

日時：2019年 7月28日（日）13:00-19:00 

場所：AA研304号室 

 

概要； 

今回の研究会では、まず前半でゲスト発表者の佐伯奈津子氏（名古屋学院大学）に

よるインドネシアのアチェに関する発表が行われた。後半では本研究課題が最終年

度に入ったことを踏まえて成果論集の出版に関する打ち合わせと討議を全員で実

施した。前半の佐伯氏による発表の要旨は以下の通りである。 

 

「アチェにおけるイスラーム法と人権：「地域の英知」か普遍的価値か」 

佐伯奈津子（名古屋学院大学） 

 

 東南アジアで最初にイスラームを受容し、「セランビ・メッカ（メッカのベラン

ダ）」と呼ばれるインドネシア・アチェ州は、マラッカ海峡に面し、インド洋に向

かって開けていることから、ヨーロッパ＝中東＝インド＝中国を結ぶ交易の中継地

点として栄え、多様な民族・文化が融合する開かれた社会であった。しかし、近年、

イスラームの名のもとに、普遍的人権原則に反するような権利の制限や少数者への

不寛容・排外主義が高まっている。本報告では、インドネシアで唯一イスラーム法

の適用されるアチェの状況を概説した。 

 アチェでイスラーム法が適用されるようになったのは、「ナングロー・アチェ・

ダルサラーム州としてのアチェ特別州への特別自治に関する2001年法律第18号」

施行以降のことである。アチェでは 1976 年よりインドネシアからの独立運動が

存在、インドネシア国軍による軍事作戦が展開されてきた。1998年のスハルト退

陣後、軍事作戦による人権侵害が国内外で批判され、また当時の改革・民主化の流



れから、インドネシア政府はアチェ問題の解決を迫られる。メガワティ・スカルノ

プトリ政権で出された解決策が、アチェに対して、イスラーム法適用を含めた広範

な自治権を与えるというものだった。 

 インドネシア政府は、アチェ問題を民族解放や人権よりイスラームの文脈で理解

しており、アチェでイスラーム法を適用することによって、問題を解決できると考

えていた。しかし、このイスラーム法適用に対して、自由アチェ運動も市民社会も

強く抗議した。第一の理由は、そもそも独立闘争は、天然資源収益の分配をめぐっ

て起きたものであり、また闘争の拡大はインドネシアによる人権侵害が原因であり、

イスラーム法適用では問題は解決されないというものだった。第二に、アチェがイ

スラーム原理主義者、イスラーム過激派であるというスティグマを押すことによっ

て、インドネシア政府がアチェに対する国際社会の支援を断とうとしているという

ものであった。自由アチェ運動は、1950年代にアチェで起きたダルル・イスラー

ム反乱とは異なり、民族解放を目的としており、とくにスハルト退陣後は、国際社

会の支援を受けるため、人権を前面に出していた。 

 しかし、2004年末のスマトラ沖地震・津波で甚大な被害を受けたことをきっか

けに、2005年8月、インドネシア政府と自由アチェ運動の和平合意が結ばれたあ

とのアチェでは、これまでと異なる傾向がみられるようになっている。シャリア警

察（WH＝Wilayatul Hisbah）による取締りや、イスラーム法に違反した人への鞭

打ち刑がおこなわれるようになり、地方ごとに女性の服装、男女が同じテーブルで

食事をすること、女性のバイクの乗り方などが規定されるようになった。LGBTな

ど性的少数者やセックスワーカーが拘束されたり、パンク青年が拘束・再教育され

たり、キリスト教会が閉鎖されたり、イスラームの名のもとに、普遍的人権原則に

反するような権利の制限や少数者への不寛容・排外主義が高まっている。和平合意

後、アチェは永続的な平和を求めて歩み出したが、むしろ新しいかたちの暴力が発

生している。 

 なかでも「イスラーム刑法に関する2014年カヌン第6号」（カヌン・ジナヤッ

ト）は、アチェ社会で賛否両論、物議を醸すものであった。推進派は、アチェ人自

身からまるでウィルスのような反対の声があることから、最大限に、もしくは完全

にイスラーム法が実施されていないと考えている。これらの人びとは、カヌンや、

各県知事の呼びかけが「地域の英知」であると主張する。カヌンになってはいない、

地方ごとの呼びかけが「地域の英知」であり、よそ者が干渉することは許されない

と主張する。 

 いっぽうの批判派は、イスラーム刑法に違反してもエリート・富裕層が罰せられ



ない法の下の「不平等」、イスラーム刑法で対象とされるアルコール、賭博、男女

関係など個人的な行動の取締り以上に、真実と和解委員会（KKR）や汚職撲滅、貧

困削減など優先させるべき取り組みがあることを指摘する。またシャリア警察によ

る処女テスト、公開での鞭打ち刑などが人間の尊厳を傷つけるものだとも批判して

いる。しかし、これら批判派も同性間の性行為に対する取締りについては、アチェ

社会の反発を恐れて沈黙しており、とくに性的少数者への支援は困難となっている。 

 今後は、民族的、宗教的、性的少数者への聞き取り調査をとおして、歴史、文化、

伝統、宗教にもとづいたアチェの独自の価値を尊重しつつ、少数者の権利を保障す

る普遍的人権原則を確立ようとする市民社会の役割について研究を継続したい。 

 

（以上、終り） 

 

 


